














































年時点の約 ％が 年時点では約 ％となっている（図 参照）。
）総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年
住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 により作成。
図 専用住宅数（全国））
）総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年
住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 により作成。
専用住宅のうち、対象を持家に限定しても基本的な傾向は同様である。 年以降も増









減少基調が窺える。 年度では約 万戸であったものが 年度 年度では約
万戸 約 万戸の間で推移し、 年度以降は 万戸を割り込み、 年度では 万戸
程度の水準にまで減少している。利用関係に着目して内訳を見ると、 年度では持家の
構成比率が最も高く約 ％、次いで貸家が約 ％、分譲住宅が約 ％の順となっている。
しかし、 年度以降は貸家と持家の順位が逆転する年度が多くなり、 年度では貸家
の構成比率が約 ％、持家が約 ％、分譲住宅が約 ％となっている（図 参照）。
持家の大半を占める一戸建と分譲住宅に限定して新設住宅数の推移を見ると、総数と同
様に、短期的には歪な動きが見られるものの、全体として減少基調が窺える。 年度で
は約 万戸であったものが 年度 年度では約 万戸 約 万戸の間で推移し、






の構成比率が約 ％、共同住宅が約 ％となっている（図 参照）。
一方、 年以降、 年間の総人口の動きを見ると、ピークの 年にかけて約 万











）国土交通省 建築着工統計調査報告 （【住宅】利用関係別 時系列、年度計 平成 年度分）、総務省
統計局 人口推計 （国勢調査結果による補間補正人口）により作成。
）国土交通省 建築着工統計調査報告 （【住宅】利用関係別 構造別 建て方別 都道府県別 戸数、年度
計 平成 年度分）、総務省統計局 人口推計 （国勢調査結果による補間補正人口）により作成。
図 住宅着工戸数（全国））
図 持家と分譲住宅の着工戸数（全国））
）東日本不動産流通機構 首都圏不動産流通市場の動向（ 年度） により作成。

























































） 住生活基本計画（全国計画）（ 年 月）， ページ参照。

















































）総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査結果 により作成。
）総務省統計局 平成 年住宅・土地統計調査結果 ・ 平成 年住宅・土地統計調査結果 により作
成。
図 専用住宅（持家 一戸建）の建築時期（ 年・全国））
図 一戸建住宅の空き家の内訳（全国））
）国土交通省 建築着工統計調査報告 （【建築物】構造別・用途別、年度計 平成 年度分）・ 建築
物リフォーム・リニューアル調査 （ 年度 月期 年度 月期）、総務省 家計調査
（家計収支編）調査結果 （総世帯 詳細結果表、年報 年 年）により作成。
）例えば、京都市（ ） 京都市建築物耐震改修促進計画 ページ、神戸市（ ） 神戸市耐震改
修促進計画〔 〕 ページ参照。

































































































































）総務省 固定資産の価格等の概要調書 （平成 年度 平成 年度）、 市及び 市 固定資産概要調
書 （平成 年度 平成 年度）、国土交通省 建築物リフォーム・リニューアル調査 （ 年度
月期 年度 月期）により作成。なお、 区分所有以外 の区分のデータを採用している。
）総務省 固定資産の価格等の概要調書 （平成 年度 平成 年度）、 市及び 市 固定資産概要調










































）減額期間は、耐震改修が 年 月 日 年 月 日までの間に完了した場合は翌年の 月 日
を賦課期日とする年度から 年度分、 年 月 日 年 月 日までの間に完了した場合は翌年
の 月 日を賦課期日とする年度から 年度分。そして、耐震改修が 年 月 日 年 月 日
までの間に完了した場合は翌年の 月 日を賦課期日とする年度分。なお、 年税制改正により、適

















































）総務省 固定資産の価格等の概要調書 （平成 年度 平成 年度）、 市及び 市 固定資産概要調
書 （平成 年度 平成 年度）により作成。なお、 区分所有以外 の区分のデータを採用。
） 総務省 固定資産の価格等の概要調書 （平成 年度 平成 年度）、 市及び 市 固定資産概要
調書 （平成 年度 平成 年度）により作成。
図 バリアフリー改修が行われた住宅に係る家屋の推定平均評価額 ）
図 耐震改修が行われた住宅に係る家屋の推定平均評価額 ）
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資産評価システム研究センター（ ） 家屋に関する調査研究 大規模災害に係る被災家屋
の評価について・改築家屋の評価について ．
資産評価システム研究センター（ ） 地方税における資産課税のあり方に関する調査研究
適正な時価について いて ．
資産評価システム研究センター（ ） 地方税における資産課税のあり方に関する調査研究報
告書 地方分権時代の固定資産税制度のあり方について ．
